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論 文 内 容 の 要 旨 
 
戦後のわが国の木造建築物を取り巻く状況は、資材不足、建築物の不燃化・耐震化の社会的要請

を受けて、1959 年には日本建築学会において実質的に木造建築物を「禁止」とする決議がなされる

など大変厳しいものがあった。ところが、近年の地球環境問題の深刻化とともに、戦後の拡大造林

が伐期を迎えつつあることから森林資源の積極的利活用が求められ、また、深刻化する地球環境問

題に対して地球温暖化防止策としての木材利用が国連気候変動枠組条約の次期枠組みにおいて、伐

採木材製品を炭素ストックとして認めることが決定したことも大きく影響し、木造建築物に対する

社会的評価が著しく変化しようとしている。以上のような状況において、公共建築分野では潜在的

な木材需要が期待され、2010 年には「公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律」によ

って大きな動きが起ころうとしている。一方、住宅分野では近年の新設住宅着工戸数の減少傾向に

よって木材需要量の減少が見込まれるために、特に、木造住宅の設計・生産において木材の利用拡

大を実現する具体的な取り組みが求められている。 
本論文は、以上のような背景を受けて、今後求められる木造住宅像として「多材積型木造住宅」

なる概念を提示しその開発を試みるもので、多材積型木造住宅の理論的な枠組みの構築とともに、

その中で最も可能性のある具体的な実現方法である「木柱材システムパネル工法」を提案・検証す

るものである。 
第 1 章では、本研究の背景として、わが国の木造建築物を取り巻く状況の変化を促す要因を整理

するとともに、とりわけ、木造住宅生産に関する既往の研究を整理し、本研究の位置づけを述べた。 
第 2 章では、多材積型木造住宅の理論的枠組みを構築することを目的として、①わが国における

木材利用拡大の論点とその論点形成の経緯の把握、②木造住宅供給における木材消費と木材資源量

の関係、③炭素固定による地球温暖化対策に対するわが国の制度的支援の整備状況、④伐採木材製

品の炭素ストックを認める枠組みでの住宅における最適な木材利用方法について考察する。特に、

①，③については、国内外で炭素固定の観点から積極的に木材利用を推進する社会的動向が顕著に

なりつつあることを示すとともに、②，④については統計資料や既往研究の成果を用いて試算し、

新設住宅着工戸数が減少傾向にあることを確認した上で、現状の木造戸建住宅の材積を向上させる

とさらに用材自給率が大幅な向上が見込まれること、また、仮に、特定間伐等で伐採した間伐材か

らは生産可能な用材量が九州地域における平均年間木材消費量のおよそ 3 分の 2 になることを明ら

かにしている。また、京都議定書第二約束期間において施行される予定の伐採木材製品を炭素スト

ックとして認める枠組みにおいては、高歩留りの木材製品を使用することが望ましいこと、また、

木造住宅の炭素ストックの建設に伴い排出された CO2 量で除した住宅建設における炭素固定の効

率性を表す指標で比較した場合、一戸当たりの材積を向上させた住宅は効率性が良いことを明らか

にしている。 



 第 3 章では多材積型木造住宅なる概念を定義した。本研究では、多材積型木造住宅が木材を効

率的に使用するため建材としての特性を十分に活かすことを前提にして、住宅の現状の材積量を増

加させた住宅とその生産システムを提起するとともに、材積量の目安としては、従前のおよそ 1.5
～2.0 倍程度が望ましいことを指摘している。加えて、多材積型木造住宅は、木材利用による省エ

ネ効果と炭素貯蔵効果によって住宅の建設段階において CO2 排出の抑制を実現し、地球温暖化防止

に資する環境配慮型住宅と位置づけられる。次いで、国内外の先行事例調査から、特に、木材の厚

みを活かした技法が顕著であることを示している。 
 第 4 章では、多材積型木造住宅を実現する具体的方法を検討するため、まず、木造住宅に関す

る規定を計画的・法的の両面から確認し、わが国に特有な在来軸組構法の技法史をまとめた上で、

在来軸組構法の構法計画的特性を明示し、近年の木造住宅工法の動向を検証した上で、在来軸組構

法住宅の材積構成に関するケース・スタディを行い、材積の向上が可能であることを示した。 
 第 5 章では、多材積型木造住宅を実現する新構法として「木柱材システムパネル工法」を提案

し、その概要と新規性、今後の発展可能性や汎用性について論述する。木柱材システムパネル工法

とは、新しい木質化技術である製材合梁材製作技術によって製作される木柱材システムパネルを、

在来軸組構法に統合した新構法である。新構法では使用する部材種を限定することでシステム化し、

また、その特徴を生かすことで新しいデザインを可能とするものである。また、これまでに新構法

によって建設された住宅を対象として施工に関するレビューを行い、新構法の施工性に関して課題

を明らかにしている。 
 第 6 章では、新構法による住宅の工事費用構成比率からみたコスト分析を行い、その特性を明

示している。木柱材システムパネル工法によって建設された事例では、事例の材積量は一般的な在

来軸組構法住宅（大壁方式）の 2 倍以上の材積量がある。従って、コスト特性は木工事費用が全体

の工事費に占める割合、また、木材費用が全体の工事費に占める割合が非常に大きくなるのに対し、

仕上げ工事費用の全体の費用に占める割合は小さくなる。次いで、木工事費用の内訳において、在

来軸組構法では手間費用がその半額以上を占め、多くの手間がかかっているのに対して、事例にお

ける手間費用は 3 分の 1 を占めるに留まり、効率性の高い工法であることを指摘している。 
 第 7 章では、地場産木材の供給方式に着目して、地域型木造住宅に対する一定量の木材を現物

支給する公共支給方式を構想し、同方式の実現可能性を検証している。地域の木造住宅の生産シス

テムと連携し多材積型木造住宅を実現するには公共支給方式が必要不可欠である。本研究で提案し

た木柱材システムパネル工法は単一の流通規格寸法の製材を基本構成材とする在来軸組構法の発展

型工法であるため、公共支給方式における地域型木造住宅の標準工法として対応可能であることを

指摘している。ここでは、木造の公共施設建設事業における木材支給のケース・スタディを行い、

事業におけるスケジュールと地場産木材の利用方針確立の時期、公共支給方式を実施する組織体制

について検証するとともに、公共支給材の歩留りについて考察している。 
 第 8 章では、本論文の総括と今後の展望を述べた。 

 


